
 

 

労働力調査規則の一部を改正する省令の概要について 

 

 

１ 改正の背景 

  労働力調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく基幹統計「労働力統計」を作

成するための基幹統計調査として、労働力調査規則（昭和58年総理府令第23号）の定め

るところにより、国民の就業及び不就業の状態を明らかにするための基礎資料を得るこ

とを目的として実施している。 

本調査を実施するに当たり、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月

７日閣議決定）、「規制改革実施計画」（令和４年６月７日閣議決定）等により、行政手続

のデジタル化が進められていることを踏まえ、従来、実地のみに限定していた「実地検

査」について、「実地」という用語の使用を取りやめ、実地以外の方法も対応が可能とな

るよう改めるほか、所要の改正を行うものである。 

 

２ 改正の概要 

労働力調査規則において、「実地」という用語を使用している第８条第３項及び第14条

について実地以外の方法も対応が可能となるよう改めるほか、現代表記への変更など所

要の改正を行う。 

 

３ 施行期日 

令和５年４月１日 

 

 

 


